	部局名
	所属名

	　土木部
	　建築住宅課

	手続名

	　用途規制の特例許可

	根拠法令

	　建築基準法

	条項

	　第４８条

	手続対象者

	　建築主

	提出先

	　各土木事務所建築主務課

	提出時期

	　建築確認申請前

	提出書類

	　建築基準法施行規則第１７条第1項および第３項に規定される図書

（①建築許可申請書　②理由書　③利害関係者名簿　④敷地境界線から50ｍ以内にある土地の地籍図　⑤位置図　⑥付近見取図　⑦配置図　⑧各階平面図　⑨床面積求積図　⑩立面図（二面以上）　⑪断面図（二面以上）　⑫工場等調書（工場の場合）　⑬周辺環境への影響調査　⑭その他案件に応じ必要と認める図書　（各書類正１部副２部））

	手数料

	　許可申請手数料　180,000円

	審査基準

	　建築基準法第４８条各項ただし書きに示された基準（騒音、振動、交通等の観点において各用途地域の環境を害するおそれがないと認められるものであるか、または公益上やむを得ないと認められるものであること）に適合するもの

	標準処理期間

	　９０日

	相談窓口

	　・土木部建築住宅課

・土木事務所建築主務課

	備考

	　事案ごとの裁量が大きいため、個別にご相談ください。


手続案内（建築住宅課）






